
第五章　指定法人（第三十二条－第四十二条）

第六章　雑則（第四十三条－第五十七条）

第七章　罰則（第五十八条－第六十二条）

附則

　この法律は、特定家庭用機器の小売業者及び製造業者等による特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等

に関し、これを適正かつ円滑に実施するための措置を講ずることにより、廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて、

廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目

的とする。

　この法律において機械器具が廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以下「廃

棄物処理法」という。）第二条第一項に規定する廃棄物をいう。以下同じ。）となったものについて「再商品化」とは、次に掲

げる行為をいう。

一　機械器具が廃棄物となったものから部品及び材料を分離し、自らこれを製品の部品又は原材料として利用する行為

二　機械器具が廃棄物となったものから部品及び材料を分離し、これを製品の部品又は原材料として利用する者に有償又

は無償で譲渡し得る状態にする行為

２　この法律において機械器具が廃棄物となったものについて「熱回収」とは、次に掲げる行為をいう。

一　機械器具が廃棄物となったものから分離した部品及び材料のうち再商品化されたもの以外のものであって、燃焼の用

に供することができるもの又はその可能性のあるものを熱を得ることに自ら利用する行為

二　機械器具が廃棄物となったものから分離した部品及び材料のうち再商品化されたもの以外のものであって、燃焼の用



に供することができるもの又はその可能性のあるものを熱を得ることに利用する者に有償又は無償で譲渡し得る状態にす

る行為

３　この法律において機械器具が廃棄物となったものについて「再商品化等」とは、再商品化及び熱回収をいう。

４　この法律において「特定家庭用機器」とは、一般消費者が通常生活の用に供する電気機械器具その他の機械器具であって、

次の各号のいずれにも該当するものとして、政令で定めるものをいう。

一　市町村等の廃棄物の処理に関する設備及び技術に照らし当該機械器具が廃棄物となった場合におけるその再商品化等

が困難であると認められるもの

二　当該機械器具が廃棄物となった場合におけるその再商品化等が資源の有効な利用を図る上で特に必要なもののうち、

当該再商品化等に係る経済性の面における制約が著しくないと認められるもの

三　当該機械器具の設計又はその部品若しくは原材料の選択が、当該機械器具が廃棄物となった場合におけるその再商品

化等の実施に重要な影響を及ぼすと認められるもの

四　当該機械器具の小売販売（事業者への販売を含み、販売を業として行う者への販売を除く。以下同じ。）を業として

行う者がその小売販売した当該機械器具の相当数を配達していることにより、当該機械器具が廃棄物となったものについ

て当該機械器具の小売販売を業として行う者による円滑な収集を確保できると認められるもの

５　この法律において「特定家庭用機器廃棄物」とは、特定家庭用機器が廃棄物となったものをいう。

６　この法律において特定家庭用機器について「製造等」とは、次に掲げる行為をいう。

一　特定家庭用機器を製造する行為（他の者（外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第六条に規

定する非居住者を除く。以下この項において同じ。）の委託（主務省令で定めるものに限る。以下この項において同

じ。）を受けて行うものを除く。）

二　特定家庭用機器を輸入する行為（他の者の委託を受けて行うものを除く。）

三　前二号に掲げる行為を他の者に対し委託をする行為

　主務大臣は、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等を総合的かつ計画的に推進するため、特定家庭用

機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。

２　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一　特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等の基本的方向

二　特定家庭用機器廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項

三　特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等の促進のための方策に関する事項

四　環境の保全に資するものとしての特定家庭用機器廃棄物の再商品化等の意義に関する知識の普及に係る事項

五　その他特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に関する重要事項

３　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

　特定家庭用機器の製造等を業として行う者（以下「製造業者等」という。）は、特定家庭用機器の耐久性の向上及び修

理の実施体制の充実を図ること等により特定家庭用機器廃棄物の発生を抑制するよう努めるとともに、特定家庭用機器の設計及

びその部品又は原材料の選択を工夫することにより特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に要する費用を低減するよう努めなけれ

ばならない。



　特定家庭用機器の小売販売を業として行う者（以下「小売業者」という。）は、消費者が特定家庭用機器を長期間使用

できるよう必要な情報を提供するとともに、消費者による特定家庭用機器廃棄物の適正な排出を確保するために協力するよう努

めなければならない。

　事業者及び消費者は、特定家庭用機器をなるべく長期間使用することにより、特定家庭用機器廃棄物の排出を抑制する

よう努めるとともに、特定家庭用機器廃棄物を排出する場合にあっては、当該特定家庭用機器廃棄物の再商品化等が確実に実施

されるよう、特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬をする者又は再商品化等をする者に適切に引き渡し、その求めに応じ料

金の支払に応じることにより、これらの者がこの法律の目的を達成するために行う措置に協力しなければならない。

　国は、特定家庭用機器に関する情報の収集、整理及び活用、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に

関する研究開発の推進及びその成果の普及等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２　国は、 の事業者及び消費者の協力の促進に資するため、特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に要した費用、その再商品

化等により有効利用された資源の量その他の特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に関する必要な情報を適切に提供するよう努め

なければならない。

前条

３　国は、教育活動、広報活動等を通じて、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に関する国民の理解を深め

るとともに、その実施に関する国民の協力を求めるよう努めなければならない。

　都道府県及び市町村は、国の施策に準じて、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等を促進するよう必

要な措置を講ずることに努めなければならない。

　小売業者は、次に掲げるときは、正当な理由がある場合を除き、特定家庭用機器廃棄物を排出する者（以下「排出者」

という。）から、当該排出者が特定家庭用機器廃棄物を排出する場所において当該特定家庭用機器廃棄物を引き取らなければな

らない。

一　自らが過去に小売販売をした特定家庭用機器に係る特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたとき。

二　特定家庭用機器の小売販売に際し、同種の特定家庭用機器に係る特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたとき。

　小売業者は、特定家庭用機器廃棄物を引き取ったときは、自ら当該特定家庭用機器廃棄物を特定家庭用機器として再度

使用する場合その他の主務省令で定める場合を除き、 の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべき製造業者

等（当該製造業者等が存しないとき、又は当該製造業者等を確知することができないときは、 に規定する指定

法人）に当該特定家庭用機器廃棄物を引き渡さなければならない。

第十七条

第三十二条第一項

　小売業者は、特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたときは、 の主務省令で定める場合を除き、当該特定

家庭用機器廃棄物の排出者に対し、 の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべき製造業者等又は

に規定する指定法人に当該特定家庭用機器廃棄物を引き渡すために行う収集及び運搬に関し、料金を請求することができ

る。

前条

第十七条 第三十二条

第一項

　小売業者は、特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたときは、 の主務省令で定める場合を除き、同条の

規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き渡すべき者が、当該特定家庭用機器廃棄物の引取りに際し、その再商品化等に必要

な行為に関し請求する料金（ の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべき製造業者等にあっては

の規定により公表する料金、 に規定する指定法人にあっては の規定により公表する

に掲げる業務に関する料金）を、当該特定家庭用機器廃棄物の排出者に対し、請求することができる。ただし、

の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべき製造業者等又は に規定する指定法人が当該小売

業者の引取りに先立って の規定により公表する料金又は の規定により公表する

第十条

第十七条 第二十条第

一項 第三十二条第一項 第三十四条第一項 第三

十三条第二号 第

十七条 第三十二条第一項

第二十条第一項 第三十四条第一項 第三十三条第二



に掲げる業務に関する料金を受領している場合として主務省令で定める場合は、この限りでない。号

　小売業者は、主務省令で定めるところにより、 に規定する料金について、あらかじめ、公表しなければな

らない。これを変更するときも、同様とする。

第十一条

２　前項の規定により公表される料金は、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘

案して定められなければならない。

３　小売業者は、第一項の規定により公表される料金の設定に当たっては、排出者の特定家庭用機器廃棄物の適正な排出を妨げ

ることのないよう配慮しなければならない。

４　小売業者は、特定家庭用機器を使用する者又は特定家庭用機器を購入しようとする者から求められたときは、その求めに応

じ、主務省令で定めるところにより、当該特定家庭用機器に係る第一項又は 若しくは の規定に

より公表された料金について、これらの者に示さなければならない。

第二十条第一項 第三十四条第一項

　主務大臣は、小売業者が の規定により公表した料金が、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬を能率的前条第一項

に行った場合における適正な原価を著しく超えていると認めるときは、当該小売業者に対し、期限を定めて、その公表した料金

を変更すべき旨の勧告をすることができる。

２　主務大臣は、前項に規定する勧告を受けた小売業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合におい

て、特に必要があると認めるときは、当該小売業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

　主務大臣は、小売業者に対し、 に規定する特定家庭用機器廃棄物の引取り又は に規定する特定家庭用

機器廃棄物の引渡しの実施を確保するため必要があると認めるときは、当該引取り又は引渡しの実施に関し必要な指導及び助言

をすることができる。

第九条 第十条

　主務大臣は、正当な理由がなくて に規定する引取り又は引渡しをしない小売業者があるときは、当該小売業者

に対し、当該引取り又は引渡しをすべき旨の勧告をすることができる。

前条

２　主務大臣は、前項に規定する勧告を受けた小売業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当

該小売業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

　製造業者等は、自らが製造等をした特定家庭用機器（その者が、他の製造業者等について相続若しくは合併があっ

た場合における相続人若しくは合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は他の製造業者等からその製造等の事

業を譲り受けた者であるときは、被相続人若しくは合併により消滅した法人又はその製造等の事業を譲り渡した製造業者等が製

造等をしたものを含む。 において同じ。）に係る特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたときは、正当な

理由がある場合を除き、特定家庭用機器廃棄物を引き取る場所としてあらかじめ当該製造業者等が指定した場所（以下「指定引

取場所」という。）において、その引取りを求めた者から当該特定家庭用機器廃棄物を引き取らなければならない。

第二十九条第一項

　製造業者等は、特定家庭用機器廃棄物を引き取ったときは、遅滞なく、当該特定家庭用機器廃棄物の再商品化等を

しなければならない。

２　製造業者等は、前項に規定する再商品化等をするときは、政令で定める特定家庭用機器廃棄物ごとに、生活環境の保全に資

する事項であって、当該再商品化等の実施と一体的に行うことが特に必要かつ適切であるものとして政令で定める事項を実施し

なければならない。



　製造業者等は、特定家庭用機器廃棄物の引取りを求められたときは、当該特定家庭用機器廃棄物の引取りを求めた

者に対し、当該特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為に関し、料金を請求することができる。ただし、当該製造業者

等がその引取りに先立って当該料金を受領している場合として主務省令で定める場合は、この限りでない。

　製造業者等は、主務省令で定めるところにより、 に規定する料金について、あらかじめ、公表しなければなら

ない。これを変更するときも、同様とする。

前条

２　前項の規定により公表される料金は、特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為を能率的に実施した場合における適

正な原価を上回るものであってはならない。

３　製造業者等は、第一項の規定により公表される料金の設定に当たっては、排出者の特定家庭用機器廃棄物の適正な排出を妨

げることのないよう配慮しなければならない。

４　製造業者等は、特定家庭用機器廃棄物の引取りを求めた者に対し、第一項の規定により公表した料金の額以外の額を再商品

化等に必要な行為に関する料金として請求してはならない。

　主務大臣は、製造業者等が の規定により公表した料金が特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な

行為を能率的に実施した場合における適正な原価を著しく超えているとき、又は製造業者等が特定家庭用機器廃棄物の引取りに

際し同項の規定により公表した料金の額以外の額を請求しているときは、当該製造業者等に対し、期限を定めて、その公表した

料金を変更すべき旨の勧告をすることができる。

前条第一項

２　主務大臣は、前項に規定する勧告を受けた製造業者等が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該製造業者等に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

　製造業者等は、引き取った特定家庭用機器廃棄物について、毎年度、特定家庭用機器廃棄物ごとに政令で定める

再商品化等を実施すべき量に関する基準に従い、その再商品化等をしなければならない。

２　製造業者等は、前項に規定する再商品化等をしたときは、その状況について公表するよう努めなければならない。

　製造業者等は、特定家庭用機器廃棄物の再商品化等をしようとするとき（他の者に委託して再商品化等をしよう

とするときを含む。）は、主務省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、主務大臣の認定

を受けなければならない。ただし、 に規定する特定製造業者等が、 に規定する指定法人に委

託して再商品化等をしようとするときは、この限りでない。

第三十三条第一号 第三十二条第一項

一　当該再商品化等に必要な行為を実施する者が主務省令で定める基準に適合すること。

二　前号に規定する者が主務省令で定める基準に適合する施設を有すること。

２　前項の認定を受けようとする者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書その他主務省令で定

める書類を主務大臣に提出しなければならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二　当該認定に係る再商品化等に必要な行為を実施する者及び当該再商品化等に必要な行為の用に供する施設

３　主務大臣は、第一項の認定の申請に係る再商品化等が同項各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認定をす

るものとする。

の認定を受けた製造業者等は、 に掲げる事項の変更（主務省令で定める軽微な変更

を除く。）をしようとするときは、主務大臣の認定を受けなければならない。

前条第一項 同条第二項第二号

２　 及び の規定は、前項の変更の認定について準用する。前条第二項 第三項



　主務大臣は、 の認定に係る再商品化等が同項各号のいずれかに適合しなくなったと認めるとき

は、当該認定を取り消すことができる。

第二十三条第一項

　製造業者等は、特定家庭用機器を販売する時までに、主務省令で定めるところにより、これに当該特定家庭用機

器の製造等をした者としての表示を付さなければならない。

　主務大臣は、製造業者等に対し、 に規定する特定家庭用機器廃棄物の引取り又は特定家庭用機器廃棄物

の再商品化等に必要な行為の実施を確保するため必要があると認めるときは、当該引取り又は再商品化等に必要な行為の実施に

関し必要な指導及び助言をすることができる。

第十七条

　主務大臣は、正当な理由がなくて に規定する引取り又は再商品化等に必要な行為をしない製造業者等がある

ときは、当該製造業者等に対し、当該引取り又は再商品化等に必要な行為をすべき旨の勧告をすることができる。

前条

２　主務大臣は、前項に規定する勧告を受けた製造業者等が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該製造業者等に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

　製造業者等は、指定引取場所の設置に当たっては、地理的条件、交通事情、自らが製造等をした特定家庭用機器

の販売状況その他の条件を勘案して、特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為の能率的な実施及び小売業者、

に規定する指定法人又は市町村による特定家庭用機器廃棄物の当該製造業者等への円滑な引渡しが確保されるよう適正

に配置しなければならない。

第三十二

条第一項

２　製造業者等は、指定引取場所を指定したときは、当該指定引取場所の位置について、主務省令で定めるところにより、遅滞

なく、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

　市町村の長及び小売業者は、製造業者等が指定引取場所を適正に配置していないことにより、当該製造業者等が

の規定により引き取るべき特定家庭用機器廃棄物の当該製造業者等への引渡しに著しい支障をきたす事態が生ずるおそれ

があると認めるときは、主務省令で定めるところにより、主務大臣に対し、その旨を申し出ることができる。

第

十七条

　主務大臣は、前条の規定による申出があった場合において、同条に規定する事態の発生を回避することにより特

定家庭用機器廃棄物の適正な排出を確保するため特に必要があると認めるときは、当該申出に係る製造業者等に対し、当該申出

をした市町村又は小売業者による特定家庭用機器廃棄物の当該製造業者等への円滑な引渡しを確保するために必要な指定引取場

所を設置すべきことを勧告することができる。

　主務大臣は、民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の規定による法人であって、次条に規定する業務

（以下「再商品化等業務」という。）を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、主務省令で定める区分ごとに、

その申請により、再商品化等業務を行う者（以下「指定法人」という。）として指定することができる。

２　主務大臣は、前項の規定による指定をしたときは、当該指定を受けた者の名称及び住所並びに事務所の所在地を公示しなけ

ればならない。

３　指定法人は、その名称及び住所並びに事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を主務大臣に届け出

なければならない。



４　主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければならない。

　指定法人は、次に掲げる業務を行うものとする。

一　製造業者等であってその製造等に係る特定家庭用機器の量が主務省令で定める要件に該当するもの（以下「特定製造

業者等」という。）の委託を受けて、当該特定製造業者等が再商品化等をすべき特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必

要な行為を実施すること。

二　 の規定により引き取るべき製造業者等が存せず、又は当該製造業者等を確知することができない特定家庭用

機器廃棄物の再商品化等に必要な行為を実施すること。

第十七条

三　市町村の長の申出を受けて、主務大臣が製造業者等への特定家庭用機器廃棄物の引渡しに支障が生じている地域とし

て主務省令で定める条件に該当する旨を公示した地域をその区域とする市町村又は当該地域の住民からの求めに応じ、当

該地域に係る市町村の収集した特定家庭用機器廃棄物又は当該住民が排出する特定家庭用機器廃棄物をその再商品化等を

すべき者に引き渡すこと。

四　特定家庭用機器廃棄物の排出並びに収集及び運搬並びに再商品化等の実施に関する調査並びに特定家庭用機器廃棄物

の適正な排出並びに収集及び運搬並びに再商品化等の実施の確保に関する普及及び啓発を行うこと。

五　特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等の実施に関し、排出者、市町村等の照会に応じ、これを処理

すること。

　指定法人は、主務省令で定めるところにより、 及び に掲げる業務に関する料金その他主務省令

で定める事項について、あらかじめ、公表しなければならない。これを変更するときも、同様とする。

前条第二号 第三号

２　指定法人は、特定家庭用機器を使用する者から求められたときは、その求めに応じ、主務省令で定めるところにより、当該

特定家庭用機器に係る 又は前項の規定により公表された料金について、その者に示さなければならない。第二十条第一項

　指定法人は、再商品化等業務を行うときは、その開始前に、再商品化等業務の実施方法、 の委

託に係る料金（以下「委託料金」という。）の額の算出方法並びに同条第二号及び第三号に規定する業務に関する料金その他の

主務省令で定める事項について再商品化等業務規程を定め、主務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。

第三十三条第一号

２　主務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をしなければならない。

一　再商品化等業務の実施方法、委託料金の額の算出方法並びに 及び に掲げる業務に関する料金

が適正かつ明確に定められていること。

第三十三条第二号 第三号

二　指定法人及び指定法人との間に の委託に係る契約（以下「再商品化等契約」という。）又は特定家

庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為の実施の契約を締結する者の責任並びに委託料金の収受に関する事項が適正か

つ明確に定められていること。

第三十三条第一号

三　特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

四　関連事業者及び一般消費者の利益を不当に害するおそれがあるものでないこと。

３　主務大臣は、第一項の認可をした再商品化等業務規程が再商品化等業務の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めると

きは、その再商品化等業務規程を変更すべきことを命ずることができる。

　指定法人は、毎事業年度、主務省令で定めるところにより、再商品化等業務に関し事業計画書及び収支予算書を

作成し、主務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２　指定法人は、主務省令で定めるところにより、毎事業年度終了後、再商品化等業務に関し事業報告書及び収支決算書を作成

し、主務大臣に提出しなければならない。



　指定法人は、主務大臣の許可を受けなければ、再商品化等業務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならな

い。

　指定法人は、再商品化等契約の申込者が再商品化等契約を締結していたことがある特定製造業者等である場合に

おいて、その者につき、支払期限を超えてまだ支払われていない委託料金があるとき、その他主務省令で定める正当な理由があ

るときを除いては、再商品化等契約の締結を拒絶してはならない。

２　指定法人は、再商品化等契約を締結した特定製造業者等の当該再商品化等契約に係るすべての特定家庭用機器廃棄物の再商

品化等をしたとき、その他主務省令で定める正当な理由があるときを除いては、再商品化等契約を解除してはならない。

　指定法人は、主務省令で定めるところにより、帳簿を備え、再商品化等業務に関し主務省令で定める事項を記載

し、これを保存しなければならない。

　主務大臣は、再商品化等業務の適正な運営を確保するために必要な限度において、指定法人に対し、再商品化等業

務若しくは資産の状況に関し必要な報告をさせ、又はその職員に、指定法人の事務所に立ち入り、再商品化等業務の状況若しく

は帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

　主務大臣は、この章の規定を施行するために必要な限度において、指定法人に対し、再商品化等業務に関し監督

上必要な命令をすることができる。

　主務大臣は、指定法人が次の各号のいずれかに該当するときは、 の規定による指定（以下この

条において「指定」という。）を取り消すことができる。

第三十二条第一項

一　再商品化等業務を適正かつ確実に実施することができないと認められるとき。

二　指定に関し不正の行為があったとき。

三　この章の規定若しくは当該規定に基づく命令若しくは処分に違反したとき、又は の認可を受けた同

項に規定する再商品化等業務規程によらないで再商品化等業務を行ったとき。

第三十五条第一項

２　主務大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。

　小売業者は、排出者から特定家庭用機器廃棄物を引き取るときは、 の主務省令で定める場合を除き、特定

家庭用機器廃棄物管理票（以下単に「管理票」という。）に主務省令で定める事項を記載し、主務省令で定めるところにより、

当該排出者に当該管理票の写しを交付しなければならない。

第十条

２　前項の規定により排出者から特定家庭用機器廃棄物を引き取った小売業者は、 の規定により当該特定家庭用機器廃

棄物を引き取るべき製造業者等（当該製造業者等が存しないとき、又は当該製造業者等を確知することができないときは、指定

法人）（以下この条において「再商品化等実施者」という。）に当該特定家庭用機器廃棄物を引き渡すときは、主務省令で定め

るところにより、当該再商品化等実施者に同項の規定により記載した管理票を交付しなければならない。

第十七条

３　再商品化等実施者は、前項の規定により小売業者から特定家庭用機器廃棄物を引き取るときは、同項の規定により交付され

た管理票に主務省令で定める事項を記載し、主務省令で定めるところにより、当該小売業者に当該管理票を回付しなければなら



ない。この場合において、当該再商品化等実施者は、当該管理票の写しを当該回付をした日から主務省令で定める期間保存しな

ければならない。

４　小売業者は、前項の規定による管理票の回付を受けたときは、当該管理票を当該回付を受けた日から主務省令で定める期間

保存しなければならない。

５　小売業者は、第一項の規定により管理票の写しを交付した排出者から、その者から引き取った特定家庭用機器廃棄物に係る

前項の規定により保存する管理票を閲覧したい旨の申出があったときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。

　指定法人は、 に掲げる業務として排出者から特定家庭用機

器廃棄物を引き取る場合であって、 の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべき製造業者等があるときは、

管理票に主務省令で定める事項を記載し、主務省令で定めるところにより、当該排出者に当該管理票の写しを交付しなければな

らない。

第三十三条第三号

第十七条

２　前項の規定により排出者から特定家庭用機器廃棄物を引き取った指定法人は、 の規定により当該特定家庭用機器廃

棄物を引き取るべき製造業者等に当該特定家庭用機器廃棄物を引き渡すときは、主務省令で定めるところにより、当該製造業者

等に同項の規定により記載した管理票を交付しなければならない。

第十七条

３　製造業者等は、前項の規定により指定法人から特定家庭用機器廃棄物を引き取るときは、同項の規定により交付された管理

票に主務省令で定める事項を記載し、主務省令で定めるところにより、当該指定法人に当該管理票を回付しなければならない。

この場合において、当該製造業者等は、当該管理票の写しを当該回付をした日から主務省令で定める期間保存しなければならな

い。

４　指定法人は、前項の規定による管理票の回付を受けたときは、当該管理票を当該回付を受けた日から主務省令で定める期間

保存しなければならない。

５　指定法人は、第一項の規定により管理票の写しを交付した排出者から、その者から引き取った特定家庭用機器廃棄物に係る

前項の規定により保存する管理票を閲覧したい旨の申出があったときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。

　小売業者又は に規定する指定法人は、特定家庭用機器廃棄物の収集又は運搬を他の者に委託して行う

ときは、当該特定家庭用機器廃棄物の収集又は運搬を受託した者（以下「収集運搬受託者」という。）に対し、 第一

項から第三項まで又は 第一項から第三項までに規定する管理票に関する事務の全部又は一部を委託することができる。

前条第一項

第四十三条

前条

２　前項の規定により管理票に関する事務の委託を受けた収集運搬受託者は、主務省令で定めるところにより、その事務を行わ

なければならない。

　製造業者等及び指定法人は、排出者からその者が排出した特定家庭用機器廃棄物に係る管理票の受領についての

確認を求められたときは、正当な理由がなければ、当該管理票の受領の有無について返答しなければならない。

　主務大臣は、小売業者、製造業者等、指定法人又は収集運搬受託者が

、 、 又は の規定を遵守していないと認めるときは、これらの者に対し、必要な措置を講

ずべき旨の勧告をすることができる。

第四

十三条 第四十四条 第四十五条第二項 前条

　特定家庭用機器廃棄物の再商品化等により得られた物を利用することができる事業を行う者は、再生資源の利用

の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号）で定めるところにより、これを利用する義務を課せられるものとする。

２　特定家庭用機器の製造、加工又は販売の事業を行う者は、再生資源の利用の促進に関する法律で定めるところにより、その

事業に係る特定家庭用機器のうち特定家庭用機器廃棄物として排出されたものの再商品化等を促進するための措置を講ずる義務

を課せられるものとする。

　小売業者又は指定法人若しくは指定法人の委託を受けて特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬を業として行



う者は、廃棄物処理法第七条第一項又は第十四条第一項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、特定家庭

用機器廃棄物の収集又は運搬（ の規定による引取り若しくは の規定による引渡し又は に掲げる業

務に係るものに限る。）を業として行うことができる。

第九条 第十条 第三十三条第三号

２　 の認定を受けた製造業者等、指定法人又はこれらの者の委託を受けて特定家庭用機器廃棄物の再商品化等

に必要な行為（一般廃棄物（廃棄物処理法第二条第二項に規定する一般廃棄物をいう。以下同じ。）又は産業廃棄物（同条第四

第二十三条第一項

項に規定する産業廃棄物をいう。以下同じ。）の運搬又は処分（再生することを含む。以下同じ。）に該当するものに限る。）

を業として実施する者（当該認定を受けた製造業者等から委託を受ける者にあっては、 に規定する者で

ある者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第四項又は第十四条第一項若しくは第四項の規定にかかわらず、これ

らの規定による許可を受けないで、当該行為を業として実施することができる。

第二十三条第二項第二号

３　指定法人は、第一項に規定する特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬又は前項に規定する行為を他人に委託する場合に

は、政令で定める基準に従わなければならない。

４　第一項に規定する者は、廃棄物処理法第七条第九項及び第七条の四又は第十四条第八項及び第九項並びに第十四条の三の二

の規定の適用については、一般廃棄物収集運搬業者（廃棄物処理法第七条第八項に規定する一般廃棄物収集運搬業者をいう。以

下同じ。）又は産業廃棄物収集運搬業者（廃棄物処理法第十四条第八項に規定する産業廃棄物収集運搬業者をいう。以下同

じ。）とみなす。

５　第二項に規定する者は、廃棄物処理法第七条第九項及び第七条の四又は第十四条第八項及び第九項並びに第十四条の三の二

の規定の適用については、一般廃棄物収集運搬業者若しくは一般廃棄物処分業者（廃棄物処理法第七条第八項に規定する一般廃

棄物処分業者をいう。以下同じ。）又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者（廃棄物処理法第十四条第八項に

規定する産業廃棄物処分業者をいう。以下同じ。）とみなす。

６　前二項に規定する者は、廃棄物処理法第十九条の三の規定の適用については、一般廃棄物収集運搬業者若しくは一般廃棄物

処分業者又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者とみなす。

　産業廃棄物収集運搬業者（小売業者の委託を受けて特定家庭用機器廃棄物（産業廃棄物であるものに限る。以下

「特定家庭用機器産業廃棄物」という。）の収集又は運搬を業として行う者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一項の規定に

かかわらず、厚生省令で定めるところにより、特定家庭用機器廃棄物（一般廃棄物であるものに限る。以下「特定家庭用機器一

般廃棄物」という。）の収集又は運搬の業を行うことができる。この場合において、その者は、廃棄物処理法第六条の二第二項

に規定する一般廃棄物処理基準に従い、特定家庭用機器一般廃棄物の収集又は運搬を行わなければならない。

２　廃棄物処理法第七条第一項の許可を受けた者が行う収集及び運搬並びに同条第四項の許可を受けた者が行う処分であって特

定家庭用機器一般廃棄物に係るものについては、同条第八項の規定は、適用しない。

３　廃棄物処理法第十二条第三項及び第十二条の三第一項の規定は、事業者が、その特定家庭用機器産業廃棄物を小売業者、

の認定を受けた製造業者等又は指定法人に引き渡す場合における当該引渡しに係る当該特定家庭用機器産業廃棄

物の収集若しくは運搬又は処分の委託（産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業者に対するものを除く。）については、

適用しない。

第

二十三条第一項

４　一般廃棄物収集運搬業者（小売業者の委託を受けて特定家庭用機器一般廃棄物の収集又は運搬を業として行う者に限る。）

は、廃棄物処理法第十四条第一項の規定にかかわらず、厚生省令で定めるところにより、特定家庭用機器産業廃棄物の収集又は

運搬の業を行うことができる。この場合において、その者は、廃棄物処理法第十二条第一項に規定する産業廃棄物処理基準に従

い、特定家庭用機器産業廃棄物の収集又は運搬を行わなければならない。

　製造業者等は、主務省令で定めるところにより、帳簿を備え、特定家庭用機器廃棄物の再商品化等に関し主務省

令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。

　主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、小売業者又は製造業者等に対

し、特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬又は再商品化等の実施の状況に関し報告をさせることができる。

　主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、その職員に、小売業者又は製

造業者等の事務所、工場、事業場又は倉庫に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。



２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

　市町村は、その収集した特定家庭用機器廃棄物を の規定により当該特定家庭用機器廃棄物を引き取るべ

き製造業者等又は指定法人に引き渡すことができる。

第十七条

　この法律における主務大臣は、厚生大臣及び通商産業大臣とする。ただし、 の規定による基本方針

の策定並びに の規定による基本方針の変更及び公表に関する事項については、厚生大臣、通商産業大臣及び環境庁長

官とする。

第三条第一項

同条第三項

２　この法律における主務省令は、厚生大臣及び通商産業大臣の発する命令とする。

及び の規定による主務大臣の権限は、政令で定めるところにより、地方支分部局の長に委

任することができる。

第五十二条 第五十三条

　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合

理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。

、 、 又は の規定による命令に違反した者は、

五十万円以下の罰金に処する。

第十四条第二項 第十六条第二項 第二十一条第二項 第二十八条第二項

　次の各号の一に該当するときは、その違反行為をした指定法人の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。

一　 の許可を受けないで再商品化等業務の全部を廃止したとき。第三十七条

二　 の規定による帳簿の記載をせず、虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。第三十九条

三　 の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。第四十条第一項

四　 の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避したとき。第四十条第一項

　次の各号の一に該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。

一　 の規定による帳簿の記載をせず、虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者第五十一条

二　 の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者第五十二条

三　 の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者第五十三条第一項

　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、 又は の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本

条の刑を科する。

第五十八条 前条

の規定による表示をせず、又は虚偽の表示をした者は、十万円以下の過料に処する。第二十六条

　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、 、

、 （ 、 及び を除く。）、 から まで、 から

第三章 第

四章 第五章 第三十二条 第三十五条 第三十六条 第四十三条 第四十七条 第四十九条 第五十四



まで、 及び （厚生省設置法（昭和二十四年法律第百五十一号）第六条中第二十七号の三の次に一号を加える

改正規定（「、再商品化等の認定を行い、及びその認定を取り消し」に係る部分に限る。）に限る。）の規定は、公布の日から

起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

条 第七章 附則第四条

　指定法人は、 ただし書に規定する規定の施行の日前においても、再商品化等業務の実施に必要な準備行為をするこ

とができる。

前条

　政府は、 ただし書に規定する規定の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附則第一条

　厚生省設置法の一部を次のように改正する。

　第五条第二十八号中「及び食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法（平成十年法律第　　　号）」を「、食

品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法（平成十年法律第　　　号）及び特定家庭用機器再商品化法（平成十年

法律第　　　号）」に改める。

　第六条中第二十七号の五を第二十七号の六とし、第二十七号の四を第二十七号の五とし、第二十七号の三の次に次の一

号を加える。

　二十七の四　特定家庭用機器再商品化法の定めるところにより、基本方針を定め、再商品化等の認定を行い、及び

その認定を取り消し、並びに同法の規定に基づき指定法人を指定し、及び指定法人に対し、認可その他監督を行うこ

と。

　通商産業省設置法（昭和二十七年法律第二百七十五号）の一部を次のように改正する。

　第四条第七十三号の次に次の一号を加える。

　七十三の二　特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第　　　号）の施行に関すること。

　環境庁設置法（昭和四十六年法律第八十八号）の一部を次のように改正する。

　　第四条中第五号の五を第五号の六とし、第五号の四の次に次の一号を加える。

五の五　特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第　　　号）による基本方針の策定、変更及び公表に関する事務

で所掌に属するものを処理すること。

理　由

　廃棄物の発生量が増大し、及び再生資源の利用が十分に行われていない状況にかんがみ、特定家庭用機器廃棄物について、基

本方針、収集及び運搬に関する小売業者の義務、再商品化等に関する製造業者等の義務及び指定法人に関する事項を定めること

等により、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。



｠ 
厚生省設置法（昭和二十四年法律第百五十一号） （傍線部分は改正部分）

改　　　　正　　　　案 現　　　　　　　　行

　（厚生省の所掌事務）

第五条　厚生省の所掌事務は次のとおりとする。

　一～二十七　（略）

｠ 

｠ 

二十八　旅館業法（昭和二十三年法律第百三十八号）、化製場

等に関する法律（昭和二十三年法律第百四十号）、狂犬病予防

法（昭和二十五年法律第二百四十七号）、と畜場法（昭和二十

八年法律第百十四号）、環境衛生関係営業の運営の適正化に関

する法律（昭和三十二年法律第百六十四号）、製菓衛生師法

（昭和四十一年法律第百十五号）、有害物質を含有する家庭用

品の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）、下水

道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措

置法（昭和五十年法律第三十一号）、浄化槽法（昭和五十八年

法律第四十三号）、民間事業者の能力の活用による特定施設の

整備の促進に関する臨時措置法（昭和六十一年法律第七十七

号）、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成

二年法律第七十号）、産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備

の促進に関する法律（平成四年法律第六十二号）、特定有害廃

棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成四年法律第百八

号）、エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関す

る事業活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十八

号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（平成七年法律第百十二号）、食品の製造過程の管理の高

度化に関する臨時措置法（平成十年法律第　　　号）

を施行するこ

と。

及び特定

家庭用機器再商品化法（平成十年法律第　　号）

二十九～百十二　（略）

　（厚生省の権限）

第六条 厚生省は、前条に規定する所掌事務を遂行するため、次

に掲げる権限を有する。ただし、その権限の行使は、法律（法

律に基づく命令を含む。）に従つてなされなければならない。

一～二十七の四　（略）

二十七の四　特定家庭用機器再商品化法の定めるところによ

り、基本方針を定め、再商品化等の認定を行い、及びその認定

を取り消し、並びに同法の規定に基づき指定法人を指定し、及

び指定法人に対し、認可その他監督を行うこと。

　（略）二十七の五

　（略）二十七の六

二十八～二十八の三　（略）

　（厚生省の所掌事務）

第五条 厚生省の所掌事務は次のとおりとする。

一～二十七　（略）

｠ 

二十八　旅館業法（昭和二十三年法律第百三十八号）、化製場

等に関する法律（昭和二十三年法律第百四十号）、狂犬病予防

法（昭和二十五年法律第二百四十七号）、と畜場法（昭和二十

八年法律第百十四号）、環境衛生関係営業の運営の適正化に関

する法律（昭和三十二年法律第百六十四号）、製菓衛生師法

（昭和四十一年法律第百十五号）、有害物質を含有する家庭用

品の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）、下水

道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措

置法（昭和五十年法律第三十一号）、浄化槽法（昭和五十八年

法律第四十三号）、民間事業者の能力の活用による特定施設の

整備の促進に関する臨時措置法（昭和六十一年法律第七十七

号）、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成

二年法律第七十号）、産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備

の促進に関する法律（平成四年法律第六十二号）、特定有害廃

棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成四年法律第百八

号）、エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関す

る事業活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十八

号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（平成七年法律第百十二号）及び食品の製造過程の管理の

高度化に関する臨時措置法（平成十年法律第　　　号）を施行

すること。

二十九～百十二　（略）

　（厚生省の権限）

第六条 厚生省は、前条に規定する所掌事務を遂行するため、次

に掲げる権限を有する。ただし、その権限の行使は、法律（法

律に基づく命令を含む。）に従つてなされなければならない。

一～二十七の四　（略）

　（略）二十七の四

　（略）二十七の五

二十八～二十八の三　（略）

｠ 
　通商産業省設置法（昭和二十七年法律第二百七十五号）　（傍線部分は改正部分）

改　　　　正　　　　案 現　　　　　　　　行



　（通商産業省の所掌事務）

第四条　通商産業省の所掌事務は、次のとおりとする。

一～七十三　（略）

七十三の二 特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第　　　

号）の施行に関すること。

七十四～百十三　（略）

　（通商産業省の所掌事務）

第四条　通商産業省の所掌事務は、次のとおりとする。

一～七十三　（略）

七十四～百十三　（略）

環境庁設置法（昭和四十六年法律第八十八号）　（傍線部分は改正部分）

改　　　　正　　　　案 現　　　　　　　　行

　（所掌事務及び権限）

第四条　環境庁の所掌事務の範囲は、次のとおりとし、その権

限の行使は、その範囲内で法律（法律に基づく命令を含む。）

に従ってなされなければならない。

一～五の四　（略）

五の五 特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第　　　

号）による基本方針の策定、変更及び公表に関する事務で所掌

に属するものを処理すること。

　（略） 五の六

六～二十六　（略） 

　（所掌事務及び権限）

第四条　環境庁の所掌事務の範囲は、次のとおりとし、その権

限の行使は、その範囲内で法律（法律に基づく命令を含む。）

に従ってなされなければならない。

一～五の四　（略）

　（略）五の五

六～二十六　（略）

｠ 

　参　照　条　文

○　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）（抄）

　（定義）



第二条　この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体そ

の他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。

２　この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。

３　（略）

４　この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲げる廃棄物をいう。

一　事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定

める廃棄物

二　輸入された廃棄物（前号に掲げる廃棄物、船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物（政令で定めるものに限る。第

十五条の四の三第一項において「航行廃棄物」という。）並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物（政令で定めるもの

に限る。同項において「携帯廃棄物」という。）を除く。）

５～６　（略）

　（市町村の処理等）

第六条の二　市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうち

に収集し、これを運搬し、及び処分（再生することを含む。第七条第三項、第七条の三、第十四条の六、第十五条の三第二項、

第十五条の十二、第十五条の十五第一項及び第二十四条を除き、以下同じ。）しなければならない。

２　市町村が行うべき一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下この項において同じ。）の収集、運搬及び処分に関する基

準（当該基準において海洋を投入処分の場所とすることができる一般廃棄物を定めた場合における当該一般廃棄物にあつては、

その投入の場所及び方法が海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和四十五年法律第百三十六号）に基づき定められた場

合におけるその投入の場所及び方法に関する基準を除く。以下「一般廃棄物処理基準」という。）並びに市町村が一般廃棄物の

収集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準は、政令で定める。

３～６　（略）

　（一般廃棄物処理業）

第七条　一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合に

あつては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自

らその一般廃棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その

他厚生省令で定める者については、この限りでない。

２～３　（略）

４　一般廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長の許可を受けなければなら

ない。ただし、事業者（自らその一般廃棄物を処分する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業

として行う者その他厚生省令で定める者については、この限りでない。

５～７　（略）

８　第一項の許可を受けた者（以下「一般廃棄物収集運搬業者」という。）及び第四項の許可を受けた者（以下「一般廃棄物処

分業者」という。）は、一般廃棄物の収集及び運搬並びに処分につき、当該市町村が第六条の二第六項の規定により条例で定め

る収集及び運搬並びに処分に関する手数料の額に相当する額を超える料金を受けてはならない。

９　一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般

廃棄物処理基準）に従い、一般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を行わなければならない。

10～12　（略）

　（名義貸しの禁止）

第七条の四　一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者は、自己の名義をもつて、他人に一般廃棄物の収集若しくは運搬

又は処分を業として行わせてはならない。



　（事業者の処理）

第十二条　事業者は、自らその産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条において同じ。）の運搬又は処分を行う場

合には、政令で定める産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準において海洋を投入処分の場所とすることがで

きる産業廃棄物を定めた場所における当該産業廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染及び海上災害の防止に関

する法律に基づき定められた場合におけるその投入の場所及び方法に関する基準を除く。以下「産業廃棄物処理基準」とい

う。）に従わなければならない。

２　（略）

３　事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、政令で定める基準に従い、その運搬については第十

四条第八項に規定する産業廃棄物収集運搬業者その他厚生省令で定める者に、その処分については同項に規定する産業廃棄物処

分業者その他厚生省令で定める者にそれぞれ委託しなければならない。

４～６　（略）

　（特別管理産業廃棄物管理票）

第十二条の三　その事業活動に伴い特別管理産業廃棄物を生ずる事業者は、その特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委

託する場合には、厚生省令で定めるところにより、当該特別管理産業廃棄物の運搬を受託した者（当該委託が特別管理産業廃棄

物の処分のみに係るものである場合にあつては、その処分を受託した者）に対し、当該委託に係る特別管理産業廃棄物の種類及

び数量、運搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他厚生省令で定める事項を記載した特別管理産業廃棄物管理票（以下単

に「管理票」という。）を交付しなければならない。

２～７　（略）

　（産業廃棄物処理業）

第十四条　産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第十四条の三の二まで及び第十五条の四の二において同

じ。）の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、産

業廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産

業廃棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他厚生省

令で定める者については、この限りでない。

２～３　（略）

４　産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければ

ならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を処分する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの処分

を業として行う者その他厚生省令で定める者については、この限りでない。

５～７　（略）

８　第一項の許可を受けた者（以下「産業廃棄物収集運搬業者」という。）又は第四項の許可を受けた者（以下「産業廃棄物処

分業者」という。）は、産業廃棄物処理基準に従い、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を行わなければならない。

９　産業廃棄物収集運搬業者、産業廃棄物処分業者その他厚生省令で定める者以外の者は、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は

処分を受託してはならない。

10～11　（略）

　（名義貸しの禁止）

第十四条の三の二　産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者は、自己の名義をもつて、他人に産業廃棄物の収集若しく

は運搬又は処分を業として行わせてはならない。

　（改善命令）



第十九条の三　次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者は、当該一般廃棄物又は産業廃棄物の適正な処理の実施を

確保するため、当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者（事業者、一般廃棄物収集運搬業者、一般廃棄物処分業者、産業廃棄

物収集運搬業者、産業廃棄物処分業者、特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄物処分業者（以下この条におい

て「事業者等」という。）並びに国外廃棄物を輸入した者（事業者等を除く。）に限る。）に対し、期限を定めて、当該廃棄物

の保管、収集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

一　一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理基準）が適用される者により、当該

基準に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた場合　市町村長

二　産業廃棄物処理基準又は産業廃棄物保管基準（特別管理産業廃棄物にあつては、特別管理産業廃棄物処理基準又は特

別管理産業廃棄物保管基準）が適用される者により、当該基準に適合しない産業廃棄物の保管、収集、運搬又は処分が行

われた場合　都道府県知事

○　外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）（抄）

　（定義）

第六条　この法律又はこの法律に基づく命令の適用を斎一にするため、次に掲げる用語は、次の定義に従うものとする。

　一～五　（略）

　六　「非居住者」とは、居住者以外の自然人及び法人をいう。

○　民法（明治二十九年法律第八十九号）（抄）

　（公益法人の設立）

第三十四条　祭祀、宗教、慈善、学術、技芸其他公益ニ関スル社団又ハ財団ニシテ営利ヲ目的トセサルモノハ主務官庁ノ許可ヲ

得テ之ヲ法人ト為スコトヲ得。

○　再生資源の利用の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号）（抄）

　（事業者等の責務）

第四条　工場若しくは事業場（建設工事に係るものを含む。以下同じ。）において事業を行う者及び物品の販売の事業を行う者

（以下「事業者」という。）又は建設工事の発注者は、その事業又はその建設工事の発注を行うに際して再生資源を利用するよ

う努めるとともに、その事業に係る製品が一度使用され、若しくは使用されずに収集され、若しくは廃棄された後その全部若し

くは一部又はその事業若しくはその建設工事に係る副産物の全部若しくは一部を再生資源として利用することを促進するよう努

めなければならない。

　（特定事業者の判断の基準となるべき事項）

第十条　主務大臣は、特定業種に係る再生資源の利用を促進するため、主務省令で、工場又は事業場において特定業種に属する

事業を行う者（以下「特定事業者」という。）の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定めるものとする。

２　前項に規定する判断の基準となるべき事項は、当該特定業種に係る再生資源の利用の状況、再生資源の利用に関する技術水

準その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。

　（第一種指定事業者の判断の基準となるべき事項）

第十三条　主務大臣は、第一種指定製品に係る再生資源の利用を促進するため、主務省令で、第一種指定製品の製造、加工、修

理又は販売の事業を行う者（以下「第一種指定事業者」という。）の再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項

を定めるものとする。

２　前項に規定する判断の基準となるべき事項は、当該第一種指定製品に係る再生資源の利用の状況、再生資源の利用の促進に



関する技術水準その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。

○　厚生省設置法（昭和二十四年法律第百五十一号）（抄）

　（厚生省の所掌事務）

第五条 厚生省の所掌事務は次のとおりとする。

　一～二十七　（略）

　二十八　旅館業法（昭和二十三年法律第百三十八号）、化製場等に関する法律（昭和二十三年法律第百四十号）、狂犬病予防

法（昭和二十五年法律第二百四十七号）、と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）、環境衛生関係営業の運営の適正化に関す

る法律（昭和三十二年法律第百六十四号）、製菓衛生師法（昭和四十一年法律第百十五号）、有害物質を含有する家庭用品の規

制に関する法律（昭和四十八年法律第百十二号）、下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法（昭

和五十年法律第三十一号）、浄化槽法（昭和五十八年法律第四十三号）、民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進

に関する臨時措置法（昭和六十一年法律第七十七号）、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成二年法律第七十

号）、産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律（平成四年法律第六十二号）、特定有害廃棄物等の輸出入等

の規制に関する法律（平成四年法律第百八号）、エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促進に関

する臨時措置法（平成五年法律第十八号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成七年法律第百十

二号）及び食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法（平成十年法律第　　　号）を施行すること。

　二十九～百十二　（略）

　（厚生省の権限）

第六条 厚生省は、前条に規定する所掌事務を遂行するため、次に掲げる権限を有する。ただし、その権限の行使は、法律（法

律に基づく命令を含む。）に従つてなされなければならない。

　一～二十七の二　（略）

二十七の三　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律の定めるところにより、基本方針及び再商品化

計画を定め、再商品化の認定を行い、及びその認定を取り消し、特定容器又は特定包装の自主回収の認定を行い、及びそ

の認定を取り消し、並びに同法の規定に基づき指定法人を指定し、及び指定法人に対し、認可その他監督を行うこと。

二十七の四　民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法の定める所により、基本方針を定

め、並びに整備計画の認定を行い、及びその認定を取り消すこと。

二十七の五　エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法の定めるとこ

ろにより、努力指針を定め、並びに事業計画及び共同事業計画の承認を行うこと。

二十八～二十八の三　（略）

○　通商産業省設置法（昭和二十七年法律第二百七十五号）（抄）

　（通商産業省の所掌事務）

第四条　通商産業省の所掌事務は、次のとおりとする。

一～七十二　（略）

　七十三　機械類信用保険に関すること。

　七十四～百十三　（略）

○　環境庁設置法（昭和四十六年法律第八十八号）（抄）

　（所掌事務及び権限）



第四条　環境庁の所掌事務の範囲は、次のとおりとし、その権限の行使は、その範囲内で法律（法律に基づく命令を含む。）に

従ってなされなければならない。

　一～五の三　（略）

五の四　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成七年法律第百十二号）による基本方針の策

定、変更及び公表に関する事務で所掌に属するものを処理すること。

五の五　大阪湾臨海地域開発整備法（平成四年法律第百十号）の施行に関する事務を行うこと。

六～二十六　（略）
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